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証券コード：5491 
平成27年６月11日 

 
株 主 各 位 
 

東京都板橋区舟渡四丁目10番１号 
 

 
 

取締役社長   平 石 政 伯 

 

第108期定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第108期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使できますので、お手

数ながら、後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日(木曜日)午後５時30分

までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

1. 日  時  平成27年６月26日（金曜日）午前９時 

2. 場  所 東京都板橋区舟渡四丁目10番１号 当社本店会議室 

3. 会議の目的事項 

報告事項 １．第108期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件 

２．第108期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）計算

書類報告の件 

   決議事項 

第１号議案 取締役６名選任の件 

第２号議案 補欠監査役２名選任の件 

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

 当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。 

 なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計

算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト(URL http://www.nipponkinzoku.co.jp )に掲載させていただきます。 
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添付書類 事 業 報 告  
 

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 

１．企業集団の現況 

(1) 事業の経過及びその成果 

 当連結会計年度のわが国経済は、消費増税前の駆け込み需要の反動が見られ

ました。為替相場についても円安にシフトし、輸出産業を中心にその効果が期

待されました。しかしながら、産業界においては円安メリットの享受より先に

輸入品価格値上がりによる原価の上昇が見られ、消費者サイドではそれに伴う

製品値上げによる実質賃金の目減りがあり、消費増税の反動減とあわせ国内消

費は十分な回復を見るにはいたりませんでした。 

 ステンレス業界におきましては、円安による輸出環境の改善があり、自動車

向けを中心とする需要拡大の動きも見られました。一方で、原材料及びエネル

ギー価格の値上がりによる原価の上昇が見られ、さらに中国の供給能力過剰及

びニッケル価格相場の低迷により、ステンレス国際価格相場の軟化が続いてお

り厳しい収益環境にありました。 

 当社グループは、このような状況のもと、新たな価値創出に向け、国内外ユ

ーザーに密着した営業活動を強化し、ユーザーの課題解決につながる高付加価

値製品の拡販を進めております。また、設備導入による省人化などコスト削減

活動も継続して行い収益確保を図ってまいりました。 

 その結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、売上高は前期と比べ

55億３千２百万円（14.0％）増収の447億７千９百万円となりました。損益面に

つきましては、営業利益は前期と比べ８億６千６百万円増益の13億１千８百万

円、経常利益は８億１千６百万円増益の９億４千２百万円となりました。当期

純利益は、３億７千１百万円増益の６億２千３百万円となりました。 

 当期の期末配当に関しましては、誠に遺憾ながら見送りとさせていただくこ

とといたしました。 

 以下、事業部門別にご報告申しあげます。 

みがき帯鋼部門 

 冷間圧延ステンレス鋼帯におきましては、原料やエネルギー価格の上昇分を

販売価格に反映させつつある過程で、主に海外市場において、第３四半期以降

のニッケル価格下落に伴う製品価格下落の影響を受け、受注、収益環境は厳し

い状況で推移いたしました。 

 このように厳しい状況ではありましたが、自動車外装用ステンレスの拡販に

注力し、品質・サービス面での優位性や円安効果もあり、国内外の自動車メー

カーに拡販することができました。また、東南アジア三拠点を活用し、ユーザ

ーに密着したワークショップ型営業を展開することにより、スマートフォン向
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け新用途の受注を獲得いたしました。 

 みがき特殊帯鋼におきましては、平成26年７月に設立した中国現地法人であ

る日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司を活用した営業展開を行い、中国国内向けの

新規受注に結び付けました。また、刃物関連につきましても前年の消費増税前

の駆け込み需要の影響もなく、前期に引き続き好調に推移いたしました。 

 マグネシウム合金帯におきましては、スマートフォンシャーシ向け販売の減

少により、数量、金額共に減少いたしました。 

 以上の結果、みがき帯鋼部門の売上高は、前期と比べ43億２千１百万円 

(13.6％）増収の359億４千９百万円となりました。 

加工品部門 

 加工品部門におきましては、販売面では自動車駆動部品用高精度異形鋼及び

独自技術を活かした新規開発による産業機器用部材を大幅に増販いたしました。

また、ステンレス精密細管の新規需要獲得に向け、シームレスパイプ使用ユー

ザーに対する当社ファインパイプへの切替提案を積極的に行うことで拡販活動

を強化してまいりました。 

 製造面では、岐阜、福島の両工場で全数全長保証体制実現に向けた自動検査

機の設置及び省人化設備の導入で生産性向上を図り、安定収益確保の基盤づく

りを展開いたしました。また福島工場では、自動車駆動部品用高精度異形鋼の

更なる増産へ向けた新鋭設備導入と建屋増築工事を開始し、中期経営計画に沿

った体制づくりを展開しております。 

 タイ王国での加工品事業につきましては、新規住宅関連製品の量産体制を確

立したことや大幅な増販により、安定収益確保のための基盤として整備が着実

に進んでおります。 

 以上の結果、加工品部門の売上高は、前期と比べ12億１千万円（15.8％）増

収の88億３千万円となりました。 
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(2) 部門別売上高 
 

部   門 

第107期 
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第108期 
（当連結会計年度）
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

前 期 比 増 減 

金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 増 減 率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

みがき帯鋼部門 31,627 80.5 35,949 80.2 4,321 13.6 

加 工 品 部 門 7,619 19.4 8,830 19.7 1,210 15.8 

合 計 39,247 100.0 44,779 100.0 5,532 14.0 

 

(3) 設備投資等及び資金調達の状況 

 当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の総額は

13億７千１百万円で、その主なものは、次のとおりであります。 

1) 当連結会計年度中に完成した主要設備 

  当社 

 福島工場  異形鋼製造等設備        （加 工 品 部 門） 

 板橋工場  冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼部門） 

  なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。 

2) 当連結会計年度継続中の主要設備新設、拡充 

  当社 

 板橋工場  冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼部門） 

 福島工場  精密異形鋼の製造設備      （加 工 品 部 門） 

なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。 

3) 重要な固定資産の売却、撤去、滅失 

  該当事項はありません。 
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(4) 対処すべき課題 

 わが国経済は、政府の積極的な金融・財政政策などにより、企業業績は改善

しつつあり、個人消費も堅調に推移することが期待されますが、海外現地生産

加速による中長期的な産業の空洞化、国際競争の激化、輸入資源・原材料の値

上がりやエネルギーコストの上昇、生産人口の減少と人件費・社会保障費負担

増など、企業経営にとって厳しい環境が今後も続くものと思われます。 

 このような中で、当社グループは、平成26年度から平成28年度までの第９次

中期経営計画を新たにスタートさせ、初年度である第108期を終え、新たに二年

目となる第109期を迎えました。今期におきましては､「即応力｣､「創出力｣、

｢解決力」をキーワードに、ユーザーニーズの変化にスピード感を持って対処す

ることで信頼を勝ち得、ユーザーニーズや時代が求める商品を創り出し、ユー

ザーの抱える課題を共有・把握し最適な答えを示して解決することができるよ

う努め、引き続き以下の課題に対処してまいります。 

１）事業部・グループ各社の枠を超えてビジネスモデルを変革 

  グループ各社の技術・設備・人財の融合により新たな事業・製品の創出を

実現するため、事業部・グループの枠を超えて、製造方法・設備及び拠点の

最適化を追求してまいります。 

２）小集団別採算性による収益力強化 

  損益をより小さな単位で「見える化」することで、継続的な改善を図り、

全社の収益力を強化してまいります。 

３）アジアを中心とした海外戦略強化による事業拡大 

みがき帯鋼事業に加えて加工品量産体制を確立したNIPPON KINZOKU 

(THAILAND) CO., LTD.や中国での販売拠点として昨年７月に設立いたしまし

た日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司を中核に、アジアを中心に販売・加工拠点

を最適化・強化することで、海外事業を拡大してまいります。 

４）グループ各社の自立と連携による連結経営強化 

  グループ各社の収益基盤と連携を強化することで、グループ総合力を向上

させてまいります。 

 また、企業統治のありかたについては、選択しうる機構やその運用について、

そのときどきに最適な状態を目指し取り組んでまいります。 

 当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続いておりますが、これらの課

題を実行・実現し、揺るぎない収益基盤の確立を目指し活動してまいりますの

で、株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお

願い申しあげます。 
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(5) 財産及び損益の状況の推移 
 

区     分 
第105期 

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

第106期 
自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

第107期 
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第108期 
(当連結会計年度) 
自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日 

売 上 高 (百万円) 41,637 38,083 39,247 44,779 

経 常 利 益 (百万円)※ 137 △155 126 942 

当 期 純 利 益 (百万円)※ △75 △327 252 623 

１株当たり当期純利益 (円)※ △1.13 △4.89 3.77 9.32 

総 資 産 (百万円) 58,534 55,382 57,656 61,016 
 
※表中の「△」は損失を表します。 

 

(6) 重要な子会社の状況 

   重要な子会社、関連会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容 

日金スチール株式会社 
百万円 ％ 冷間圧延ステンレス鋼帯・みがき

特殊帯鋼の販売 300 100.0 

日金電磁工業株式会社 60 100.0 
電磁機器・磁性材料の製造及び販
売 

日金精整テクニックス株式会社 250 
100.0 

(※１) 
鋼材の切断加工及び梱包 

N I P P O N  K I N Z O K U  
(THAILAND) CO., LTD. 

百万タイバーツ 99.9 
(※２) 

冷間圧延ステンレス鋼帯の販売 116 

N I P P O N  K I N Z O K U  
(SINGAPORE) PTE. LTD. 

百万シンガポールドル 100.0 
(※３) 

冷間圧延ステンレス鋼帯の販売 2 

 
※１ 発行済株式総数の97.2％を当社が保有し、2.8％を日金スチール㈱が保有しております。 

※２ 発行済株式総数の92.9％を当社が保有し、7.0％を日金スチール㈱が保有しております。 

※３ 発行済株式総数の70.0％を当社が保有し、30.0％を日金スチール㈱が保有しております。 
 
 上記に掲げた重要な子会社を含め７社が連結子会社であり、持分法適用関連

会社は１社であります。 

 

(7) 主要な事業内容 
 

部     門 主     要     製     品 

み が き 帯 鋼 事 業 
冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼、 
マグネシウム合金帯の製造及び販売 

加 工 品 事 業 
型鋼・精密異形鋼等ロール成形品、ステンレス精密細管、 
電磁製品の製造及び販売 
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(8) 主要な営業所及び工場 

① 当社 
 
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地 

本 社 事 務 所 東 京 都 港 区 板 橋 工 場 東 京 都 板 橋 区 

東 京 支 店 東 京 都 港 区 岐 阜 工 場 岐 阜 県 可 児 市 

大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区 福 島 工 場 福 島 県 白 河 市 

名古屋営業所 名 古 屋 市 中 区   

 

② 重要な子会社 
 
名 称 本社所在地 名 称 本社所在地 

日金スチール株式会社 東 京 都 港 区
N I P P O N  K I N Z O K U 
(THAILAND) CO., LTD.

タ イ 王 国 

日金電磁工業株式会社 埼玉県川口市
N I P P O N  K I N Z O K U 
(SINGAPORE) PTE. LTD.

シンガポール国 

日金精整テクニックス株式会社 東京都板橋区   

 

(9) 従業員の状況 

① 企業集団の従業員の状況 
 

従  業  員  数 前 期 末 比 増 減 

767名 12名増 

 

② 当社従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数 

476名 20名増 42.6才 20.6年 
 
(注) 上記従業員数には、出向社員及び臨時従業員は含まれておりません。 

 

(10) 主要な借入先 
 

借   入   先 借入金残高 

 百万円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,536 

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 2,852 
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２．会社の株式に関する事項 

 ① 発行可能株式総数 240,000,000株 

 ② 発行済株式総数 66,952,109株  （自己株式47,891株を除く)

 ③ 株主数 6,472名 （うち、単元株主数5,847名)

 ④ 大株主 
 

株   主   名 持  株  数 持 株 比 率 
 千株 ％ 

新日鐵住金ステンレス株式会社 8,725 13.0 

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 3,787 5.6 

日 本 金 属 取 引 先 持 株 会 3,647 5.4 

J F E 商 事 株 式 会 社 2,820 4.2 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口4) 1,623 2.4 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,247 1.8 

日 新 製 鋼 株 式 会 社 1,000 1.4 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,000 1.4 

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 918 1.3 

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 904 1.3 
 
（注）持株比率は自己株式（47,891株）を控除して計算しております。 

 

３．会社の新株予約権に関する事項 

(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等 
 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 
取 締 役 社 長 

平 石 政 伯  

専 務 取 締 役 泉   正 樹 管理部門長 

専 務 取 締 役 安 武 雄 二 鋼帯事業本部長、鋼帯事業本部購買部門長 

専 務 取 締 役 山 崎 一 正 技術部門長 

常 務 取 締 役 鈴 木   卓
鋼帯事業本部副本部長、鋼帯事業本部鋼帯製造部門
長、鋼帯事業本部鋼帯管理部長 

常 務 取 締 役 根 本 惠 央 加工品事業本部長 

常 務 取 締 役 下 川 康 志 管理部門副部門長 

監査役(常勤) 笠 原 昭 彦  

監 査 役 三 島 清 隆 新日鐵住金ステンレス株式会社企画部長 

監 査 役 山 田 潤 二 ゼビオ株式会社社外取締役 
 
(注) 1. 監査役三島清隆及び山田潤二の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。 
2. 監査役山田潤二氏は株式会社みずほ銀行及びその前身の株式会社富士銀行において銀
行業務に約30年間携わり、株式会社みずほ銀行常務取締役執行役員を歴任するなど、財
務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。また、同氏につきまして
は、東京証券取引所に対して独立役員として届け出ております。 
3. 監査役大橋信昭及び石橋國興の両氏は、平成26年６月27日開催の第107期定時株主総
会終結の時をもって辞任いたしました。 
4. 平成27年４月１日付で取締役の地位及び担当に異動があり、以下のとおりとなりまし
た。 

（下線は変更部分） 
 

地   位 氏   名 担      当 

代 表 取 締 役 
取 締 役 社 長 

平 石 政 伯  

専 務 取 締 役 鈴 木   卓 鋼帯事業本部長 

専 務 取 締 役 根 本 惠 央 加工品事業本部長 

常 務 取 締 役 下 川 康 志 管理部門長 

取 締 役 泉   正 樹  

取 締 役 安 武 雄 二  

取 締 役 山 崎 一 正  
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(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

取締役７名 162,750千円 

監査役５名 20,512千円（うち社外３名 6,337千円） 
 

(注) 上記の監査役の支給人員には、平成26年６月27日開催の第107期定時株主総会の
終結の時をもって退任した監査役２名を含んでおります。 

 

(3) 社外役員に関する事項 

① 社外監査役 三島清隆氏 

ア．重要な兼職先と当社の関係 

 新日鐵住金ステンレス株式会社は、当社の大株主であり、また、当社は

同社から原材料の一部を仕入れております。 

イ．主な活動状況 

 当事業年度開催の取締役会16回のうち16回（100.0％)、監査役会17回の

うち15回（88.2％）出席し、必要に応じ、主に他社の重要な使用人として

有する豊富な知見から適宜発言を行っております。 

 

② 社外監査役 山田潤二氏 

 主な活動状況 

 当事業年度開催の取締役会16回のうち11回（68.7％)、監査役会17回のう

ち11回（64.7％）出席し、必要に応じ、銀行業務経験者及び銀行経営者並

びに一般事業会社経営者として培った豊富な経営、会計に関する知見から

適宜発言を行っております。 

 なお、山田潤二氏の就任は平成26年６月27日であり、同日以降に開催さ

れた取締役会12回の出席率は91.6％、監査役会12回の出席率は91.6％とな

っております。 

 

(4) 社外取締役を置くことが相当でない理由 

 当社では、当社が求める知見や能力を有さない社外取締役を置くことは相当

でないと考え、鋭意当社が求める知見等を有する方の人選を進めておりました

が、適任者との合意を得るにいたらず、結果として社外取締役を選任すること

ができない状態で事業年度末日を迎えました。その後も適任者の人選を進めま

したところ、この度、当社が求める知見等並びに独立性を有する小川和洋氏と

社外取締役候補者として提案することにつき合意を得ましたので、第１号議案

にて同氏を候補者とする議案を本総会に上程する運びとなりました。株主の皆

様におかれましては事情ご賢察のうえご承認賜りますようお願い申し上げます。 
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５．会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 

三優監査法人 

 

(2) 責任限定契約の概要 

 該当事項はありません。 

 

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 

38,000千円 

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

38,000千円 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基

づく監査の報酬等を含めております。 

 

(4) 当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容 

 該当事項はありません。 

 

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 当社の都合による他、会計監査人に法令違反や公序良俗に反する行為等があ

り、会計監査人が継続してその職責を全うすることにつき疑義が生じた場合は、

監査役会にて解任又は不再任することの検討を行います。監査役会は、解任又

は不再任することを監査役会で決定した場合は、取締役会にその解任又は不再

任を株主総会の議案とすることを請求いたします。 

 

(6) 重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項 

 当社の重要な連結子会社のうち、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO., LTD.及び

NIPPON KINZOKU (SINGAPORE) PTE. LTD.は、当社の会計監査人以外の公認会計

士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含

む｡）の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令

を含む｡）の規定によるものに限る｡）を受けております。 
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６．会社の体制及び方針 

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制 

 当社は、取締役会におきまして業務の適正を確保するための体制を以下のと

おり定め、効果的なシステムの構築を目指し活動を行っております。 

内部統制システムの基本方針 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制構築に関する基本方針 

１）取締役会は法令遵守マニュアル整備の統括並びに職務執行に伴う法

令・定款の遵守状況の検証及びより良い遵守体制の整備を行う代表取締

役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置する。 

２）各取締役は執行する職務が法令遵守マニュアル及び定款と照らして適

法性・妥当性に疑義がないことを確認したのち当該職務を執行する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制構築に関す

る基本方針 

・取締役会は取締役の職務を①取締役会にて執行を報告すべき事項、②稟

議により処理すべき事項、③前両者に属しない事項で文書（紙文書による

もの又は電磁的文書によるもの。以下、同じ｡）に記録し保存すべき職務の

三項目に区分し以下の取扱いを行う。 

①に関する事項は、法令及び取締役会規則に従い議事録に記載し、法令

及び文書保存に関する内部規程類に基づき保存・管理を行う。 

②に関する事項は、稟議規程に従い稟議された文書を法令及び文書保存

に関する内部規程類に基づき保存・管理を行う。 

③に関する事項は、部門業務規程類を各取締役が整備し、①及び②に該

当しない事項で部門業務規程類に基づく業務の執行に関する文書を法令

及び文書保存に関する内部規程類に基づき保存・管理を行う。 

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制構築に関する基本方針 

１）各取締役は業務遂行に際し想定されうる損失の危険の洗い出しを実施

し、取締役会にて全社的な損失の危険の存在に係る情報を共有する。 

２）各取締役は共有する損失の危険を極小化するための規程類の整備を行

う。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築

に関する基本方針 

１）企業理念・経営方針を基盤として策定する中期経営計画及び年度経営

計画に基づく職務の遂行にあたり、各取締役は実行組織をして目標達成

に努めさせ、毎月１回以上開催する取締役会で、また取締役会のもとに

設置し毎月２回以上開催する執行役員会にて必要に応じて、定期的に進

捗状況ほか共有すべき情報の報告を行う。 



〆≠●0 
01_0605001102706.docx 
日本金属㈱様 招集 2015/05/20 3:24:00印刷 12/15 
 

― 13 ― 

２）業務執行の統制については取締役会規則に定める事項及びその付議基

準を遵守し、議題に関する十分な資料が配付される体制を構築する。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制構築に関する基本方針 

１）使用人が法令遵守マニュアル及び定款に従い職務執行する体制を強化

するために、取締役会はコンプライアンス担当取締役を任命する。 

２）各コンプライアンス担当取締役はコンプライアンス委員としてコンプ

ライアンス委員会に所属し、取締役会及び監査役への法令・定款遵守状

況の報告体制の確立並びに業務執行部門への法令遵守マニュアルの整備

及び法令遵守体制整備指導命令の責任を連帯して持つ。 

３）各コンプライアンス担当取締役は、使用人が法令・定款に違反する行

為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度の周知と充実を図る。 

６．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制構築に関する基本方針 

１）当会社の取締役又は重要な使用人を子会社の取締役又は監査役として

派遣しその経営に参画することで個々の子会社の業務の適正性確保に努

める。 

２）国内の子会社については毎月１回以上、各社経営者に業務の遂行状況

を含む経営状況を報告させ業務遂行状況の適正性を検証する。 

３）国外の子会社については毎月１回以上、各社経営者に営業に関する計

数の状況報告書を提出させ、また毎年１回以上業務の遂行状況を含む経

営状況を報告させ業務遂行状況の適正性を検証する。 

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項に関する基本方針 

１）常時１名は業務執行系統から独立した使用人を監査役の職務を補助す

べき者として配置する。 

２）実効ある監査体制確立のために、監査役より補助すべき使用人設置 

(増員）を求められた場合は、特段の事情がない限りその求めに応じるこ

ととする。 

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

１）業務執行系統から独立した部署として監査役室を設置し、当該使用人

はそこに所属させる。 

２）当該使用人は監査役以外の会社機関からいかなる指示命令にも服させ

ないことを代表取締役は保証する。 

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制 

・取締役及び使用人は監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に

応じて以下の必要な報告及び情報の提供を行う。 
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①当社の内部統制システム運用に関する部門の活動状況 

②内部監査部門の活動状況 

③業績及び業績見通しの発表内容その他証券取引所等への適時開示書類の

内容 

④内部通報制度の運用及び通報の内容 

⑤稟議書及び監査役より請求された会議議事録の回覧・配付 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

１）代表取締役と各監査役との定期的な会合を持ち意見交換を行い、意思

の円滑な疎通に努める。 

２）常勤の監査役には執行役員会、経営会議その他の重要な会議への出席

を要請するとともに主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を

回覧し、必要に応じ或いは要望に応じて取締役又は使用人から説明を行

う。 

３）監査役監査制度との有機的な結びつきを深めるべく内部監査制度の充

実を図り監査体制の充実に努める。 

 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

１．基本方針 

 上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認

められており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為

があった場合においても、当社といたしましては、一概に否定するものでは

なく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考

えます。 

 しかしながら、当社株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等

から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や

株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案

を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも

少なくありません。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の

企業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支える関係者との信頼関係を

十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、

向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値

ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又

はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者として不適切であると考えます。 
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２．基本方針の実現に資する取組み 

 当社では、株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただ

くため、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組み

として、以下の施策を実施しております。この取組みは、上記１．の基本方

針の実現に資するものと考えております。 

｢中期３ヵ年経営指針」等による企業価値向上への取組み 

 当社では､「日本金属グループは、圧延事業とその加工品事業を中核に、新

しい価値の創造を推進し、広く社会に貢献する｡」を企業理念とし、この理念

のもと、平成26年度から、｢『融合と創出』FINE METALS plus ～ 共創の深化

で圧延・加工技術に新たな価値をプラス～」をメインスローガンとし、 

１．事業部・グループ各社の枠を超えてビジネスモデルを変革 

２．小集団別採算性による収益力を強化 

３．アジアを中心とした海外戦略強化による事業拡大 

４．グループ各社の自立と連携による連結経営強化 

を基本方針とする第９次中期経営計画（平成26年４月～平成29年３月）を策

定し実行しております。 

 計画１年目（平成26年度）の当年度は、①お客様との交流の更なる強化で

要望に応え続けられる態勢の再構築、②各集団・各自レベルでのコスト意識

の徹底、③海外事業拠点との密な連携による海外事業の基礎固め、④グルー

プ各社の改善、改革レベルの更なる高度化による問題の顕在化とその解決、

これら四点の課題達成を重点目標として「追求｣､「徹底｣､「自立」をキーワ

ードに取り組みました。 

 今後も当社におきましては、中長期的視点に立ち、企業価値の拡大を目指

してまいります。また、事業活動の遂行にあたりましては、すべてのステー

クホルダーから信頼される企業として、株主価値の向上に努めてまいります。 

３．不適切な者による支配防止の取組み 

 当社の経営にあたっては、幅広いノウハウと豊富な経験、並びに顧客、従

業員及び取引先等の関係者との間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠

であると考えます。これら当社の事業特性に関する十分な理解なくして、株

主の皆様が将来実現することのできる株主価値を適切に判断することはでき

ないものと思われます。突然大規模買付行為がなされたときに、株主の皆様

が短期間の内に買付に応じるか否かを適切に判断するためには、大規模買付

者及び取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠で

あり、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針や事業計

画の内容等は、重要な判断材料であります。同様に、取締役会が当該大規模

買付行為についてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様にとって

は重要な判断材料となると考えます。 

 そこで当社取締役会は、議決権割合を20％以上とすることを目的とする大

規模買付行為を行おうとする者は、事前に株主の皆様の判断のために必要か
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つ十分な大規模買付行為に関する情報を取締役会に提供するとともに、それ

を受けて取締役会としての意見を形成し、必要に応じて大規模買付提案の条

件の改善交渉や株主の皆様に対する代替案の提示を行うための期間を経たう

えで当該行為を行うこととするルールを策定いたしました。このルールが守

られない場合や基本方針に照らして不適切な支配により企業価値を損なうおそ

れがあると判断される場合は対抗措置を講じることのできる対応策（買収防衛

策）を平成19年３月７日開催の取締役会にて導入し、直近では、平成25年６月

27日開催の定時株主総会におきまして、買収防衛策の期限を平成28年６月に開

催予定の定時株主総会まで継続することをご承認いただいております。その詳

細につきましては、平成25年５月24日付にて「当社株式の大規模買付行為への

対応策（買収防衛策）の継続について」として公表し、この開示資料全文を当

社ウェブサイトに掲示しております｡（URL http://www.nipponkinzoku.co.jp ) 

４．上記「３.」の取組みに関する取締役会の判断 

 取締役会は、上記取組みは、中長期的に企業価値を向上させる者への経営

参画を妨げるものではなく、不適切な者による会社支配を防止することで、

株主の皆様を始めとする関係者の利益を確保するためのものであり、基本方

針に沿っていると判断しております。また、取締役会の恣意的な判断を防止

するために、対抗策の発動にあたりましては要件を限定したうえで、業務執

行を行う経営陣から独立した社外監査役等で構成する独立委員会に発動の是

非を諮問し、その結果を最大限尊重したうえで行うものとしております。 

 

(3) 剰余金の配当等の決定に関する基本方針（会社法第459条第１項の規定による

定款第36条の定めにより取締役会に与えられた権限の行使に関する方針） 

 当社の利益配分につきましては、安定的かつ継続的な利益の還元を行うこと

を基本とし、業績や経済情勢などを勘案し、収益の向上、財務体質の強化を図

るとともに、安定的な配当水準の維持に努めております。 

 当期の期末配当に関しましては､「１．企業集団の現況 (1)事業の経過及びそ

の成果」で申しあげましたとおり、当期の業績、今後の経済情勢が先行き不透

明な要素も多いことを踏まえて、誠に遺憾ながら見送りとさせていただくこと

といたしました。株主の皆様におかれましては大変ご迷惑おかけいたしますが、

何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

 

 

 

 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 本事業報告中に記載されている１株当たり当期純利益は表示単位未満の端数を四捨五入して表示し、

その他の金額、比率、株数、年令及び年数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 連結貸借対照表
 （平成27年３月31日現在） （単位：千円）

 
科        目 金  額 科        目 金  額 

（資 産 の 部） 61,016,297 （負 債 の 部） 44,120,276 

流 動 資 産 28,712,226 流 動 負 債 27,456,795 

現 金 及 び 預 金 5,979,041 支払手形及び買掛金 13,535,628 

受取手形及び売掛金 11,613,018 短 期 借 入 金 11,052,072 

商 品 及 び 製 品 4,330,381 リ ー ス 債 務 104,650 

仕 掛 品 4,659,501 未 払 法 人 税 等 209,050 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,267,058 賞 与 引 当 金 301,097 

繰 延 税 金 資 産 459,951 そ の 他 2,254,296 

そ の 他 450,160   

貸 倒 引 当 金 △ 46,886   

 固 定 負 債 16,663,480 

 長 期 借 入 金 11,242,655 

固 定 資 産 32,304,071 リ ー ス 債 務 332,381 

有形固定資産 28,262,867 繰 延 税 金 負 債 100,587 

建 物 及 び 構 築 物 3,932,224 再評価に係る繰延税金負債 3,208,672 

機械装置及び運搬具 6,351,920 退職給付に係る負債 1,733,502 

土 地 16,470,939 資 産 除 去 債 務 33,520 

建 設 仮 勘 定 884,751 そ の 他 12,160 

そ の 他 623,030   

   

 （ 純資産の部 ） 16,896,021 

無形固定資産 117,843 株 主 資 本 9,748,323 

 資 本 金 6,857,000 

 資 本 剰 余 金 986,351 

投資その他の資産 3,923,360 利 益 剰 余 金 1,914,126 

投 資 有 価 証 券 3,033,384 自 己 株 式 △  9,154 

長 期 貸 付 金 15,314   

繰 延 税 金 資 産 642,213 その他の包括利益累計額 7,147,698 

そ の 他 273,132 その他有価証券評価差額金 1,126,240 

貸 倒 引 当 金 △ 40,684 土地再評価差額金 5,682,733 

 為替換算調整勘定 260,888 

 退職給付に係る調整累計額 77,836 

資 産 合 計 61,016,297 負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,016,297 
  
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
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 連結損益計算書
 

 
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日） （単位：千円）
 

科        目 金        額 

売 上 高  44,779,810 

売 上 原 価  38,286,008 

売 上 総 利 益  6,493,802 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,175,217 

営 業 利 益  1,318,584 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 53,951  

受 取 賃 貸 料 126,676  

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 69,081  

そ の 他 38,278 287,988 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 186,328  

賃 貸 費 用 66,187  

退 職 給 付 費 用 257,319  

為 替 差 損 130,369  

そ の 他 23,664 663,869 

経 常 利 益  942,703 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 90,999  

そ の 他 730 91,729 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 9,873  

会 員 権 評 価 損 4,590  

そ の 他 62 14,525 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,019,907 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 223,722  

法 人 税 等 調 整 額 172,428 396,151 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益  623,755 

当 期 純 利 益  623,755 
  
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
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連結株主資本等変動計算書 

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日） 

（単位：千円） 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成26年４月１日残高 6,857,000 986,351 1,745,802 △  9,031 9,580,122 

会計方針の変更に 
よる累積的影響額 

△ 455,431 △ 455,431 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

6,857,000 986,351 1,290,371 △  9,031 9,124,690 

連結会計年度中の変動額  

当 期 純 利 益 623,755 623,755 

自己株式の取得 △   123 △   123 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

― 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 623,755 △   123 623,632 

平成27年３月31日残高 6,857,000 986,351 1,914,126 △  9,154 9,748,323 

 
 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純資産合計 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

平成26年４月１日残高 584,880 5,357,880 111,259 △ 144,929 5,909,090 15,489,213 

会計方針の変更に 
よる累積的影響額 

― △ 455,431 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

584,880 5,357,880 111,259 △ 144,929 5,909,090 15,033,781 

連結会計年度中の変動額   

当 期 純 利 益 ― 623,755 

自己株式の取得 ― △   123 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

541,359 324,853 149,628 222,766 1,238,607 1,238,607 

連結会計年度中の変動額合計 541,359 324,853 149,628 222,766 1,238,607 1,862,240 

平成27年３月31日残高 1,126,240 5,682,733 260,888 77,836 7,147,698 16,896,021 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連 結 注 記 表
 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等) 

1. 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び会社名 

① 連結子会社数 ７社 

② 連結子会社名 日金スチール㈱ 

 日金電磁工業㈱ 

 日金精整テクニックス㈱ 

 ㈱セフ 

 NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD. 

 NIPPON KINZOKU (SINGAPORE) PTE.LTD. 

 NIPPON KINZOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 

 (2) 非連結子会社の会社名 

① 非連結子会社数 ２社 

② 非連結子会社名 日金ヤマニ㈱ 

 日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

  日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司は、平成26年７月に設立した子会社であ

ります。 

③ 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。 

2. 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の関連会社の数及び会社名 

① 関連会社数 １社 

② 関連会社名 播磨電子㈱ 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社の会社名 

① 持分法非適用会社名 日金ヤマニ㈱ 

 日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

② 持分法を適用していない理由 

  持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社のうち、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO., LTD.の決算日は、

12月31日であります。 

    連結計算書類の作成にあたりましては、同日現在の計算書類を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整

をしております。 

    当連結会計年度において、NIPPON KINZOKU (SINGAPORE) PTE. LTD.及び

NIPPON KINZOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.については決算日を３月31日に変更

し、連結決算日と同一となっております。 

    これらの決算期変更に伴い、当連結会計年度は、平成26年１月１日から

平成27年３月31日までの15ヶ月間を連結しております。 

4. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    子会社株式………移動平均法に基づく原価法 

    その他有価証券 

    時価のあるもの………期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの………移動平均法に基づく原価法 

  ② デリバティブ……時価法 

  ③ たな卸資産………主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産……主として定額法 

    (リース資産を除く)   なお、耐用年数及び残存価額については、主として

法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

  ② 無形固定資産……定額法 

    (リース資産を除く)   なお、償却年数については、主として法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。 

 また、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。 
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 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備 

えるため、一般債権については、貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会社の従業員に対して支給す

る賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

  当社及び一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。 

  会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しており

ます。 

  過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

② 重要なヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用

しております。 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段  デリバティブ取引（金利スワップ取引） 

  ヘッジ対象  借入金の支払金利 

 ・ヘッジ方針 

  借入金に伴う金利変動リスクを回避するため、デリバティブ取引を行っ

ております。 

 ・ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利スワップについては、決算日における有効性

の評価を省略しております。 

③ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(会計方針の変更に関する注記) 

退職給付に関する会計基準等の適用 

｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下 

｢退職給付会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針｣ 

(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下 ｢退職給付適用指針」

という｡）を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲

げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしまし

た。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用

の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が646,216千円増加し、

利益剰余金が455,431千円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は６円80銭減少しております。１

株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。 

 

(表示方法の変更) 

 (連結損益計算書関係) 

1. 前連結会計年度において、｢営業外費用」の「その他」に含めておりました 

｢為替差損｣（前連結会計年度24,510千円）は、重要性が増したため、当連結会

計年度より独立掲記することとしました。 

2. 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別利益」の「固定資

産売却益｣（当連結会計年度730千円）は、重要性が乏しくなったため、当連結

会計年度より「特別利益」の「その他」に含めて表示しております。 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

有形固定資産 17,728,597千円

 (2) 上記に対応する債務 

 短期借入金 6,590,672千円

 長期借入金 11,149,055千円

   計  17,739,727千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 37,284,345千円
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3. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △ 3,487,431千円 

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 
 
 

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式  

普通株式 67,000,000 ― ― 67,000,000 

合計 67,000,000 ― ― 67,000,000 

自己株式  

普通株式（注） 47,064 827 ― 47,891 

合計 47,064 827 ― 47,891 
 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加827株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。 
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規

程に沿ってリスク低減を図っております。一部の外貨建て営業債権の為替変動

リスクについては、先物為替予約を利用することでリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金のうち、外貨建て営業債務の為替変動リ

スクは、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内とすることでリスク低減

を図っております。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資

金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ

取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額 

(1) 現金及び預金 5,979,041 5,979,041 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 11,613,018  

  貸倒引当金（※２） △16,095  

 11,596,922 11,596,922 ― 

(3) 投資有価証券 2,882,882 2,882,882 ― 

(4) 支払手形及び買掛金 (13,535,628) (13,535,628) ― 

(5) 短期借入金 (5,622,000) (5,622,000) ― 

(6) 長期借入金（１年内返済
予定のものを含む） 

(16,672,727) (16,669,676) (3,050) 

(7) デリバティブ取引(※３) 
 ヘッジ会計が 
 適用されていないもの 

(33,747) (33,747) ― 

 (※１) 負債に計上されているものについては､（ ）で示しております。 

 (※２) 受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 (※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については､（ ）で示しております。 
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 (注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

これらはすべて短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 短期借入金 

これらはすべて短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。長期借入金のうち、変動金利

によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異な

っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額

によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金

の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定し

ております。 

(7) デリバティブ取引 

  ヘッジ会計が適用されていないもの 

   時価の算定方法は、先物為替相場によっております。 

 (注２) 非上場株式及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額148,501千円）並びに非上場転

換社債型新株予約権付社債（連結貸借対照表計上額2,000千円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて

困難と認められるため､「(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 252円36銭

2. １株当たり当期純利益 9円32銭

 

(重要な後発事象に関する注記) 

 該当事項はありません。 



〆≠●0 
02_0605001102706.docx 
日本金属㈱様 招集 2015/05/20 6:16:00印刷 11/23 
 

― 27 ― 

  
 貸 借 対 照 表
 （平成27年３月31日現在） （単位：千円）

 
科        目 金  額 科        目 金  額 

（資 産 の 部） 53,262,469 （負 債 の 部） 38,275,088 

流 動 資 産 23,310,494 流 動 負 債 22,375,747 

現 金 及 び 預 金 5,307,287 支 払 手 形 3,326,427 

受 取 手 形 5,299,198 買 掛 金 8,614,288 

売 掛 金 3,969,673 短 期 借 入 金 3,050,000 

製 品 1,892,337 １年内返済予定の長期借入金 5,040,000 

仕 掛 品 4,630,012 リ ー ス 債 務 86,099 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,188,934 未 払 金 602,342 

前 払 費 用 88,093 未 払 費 用 126,702 

繰 延 税 金 資 産 354,266 未 払 法 人 税 等 110,549 

未 収 入 金 455,127 未 払 消 費 税 107,668 

短 期 貸 付 金 95,744 預 り 金 26,503 

そ の 他 29,818 従 業 員 預 り 金 517,804 

 前 受 収 益 6,489 

 設 備 支 払 手 形 517,036 

 賞 与 引 当 金 208,510 

 そ の 他 35,324 

固 定 資 産 29,951,974 固 定 負 債 15,899,341 

有形固定資産 25,507,737 長 期 借 入 金 10,480,000 

建 物 3,340,460 リ ー ス 債 務 292,458 

構 築 物 187,734 再評価に係る繰延税金負債 3,208,672 

機 械 及 び 装 置 6,021,404 退 職 給 付 引 当 金 1,872,529 

車 輌 及 び 運 搬 具 5,073 資 産 除 去 債 務 33,520 

工 具 器 具 及 び 備 品 495,361 長 期 未 払 金 8,680 

土 地 14,572,951 そ の 他 3,480 

建 設 仮 勘 定 884,751 （ 純資産の部 ） 14,987,380 

無形固定資産 70,435 株 主 資 本 8,402,564 

ソ フ ト ウ ェ ア 64,168 資 本 金 6,857,000 

そ の 他 6,266 資 本 剰 余 金 986,351 

投資その他の資産 4,373,801 資 本 準 備 金 986,351 

投 資 有 価 証 券 2,379,561 利 益 剰 余 金 568,368 

関 係 会 社 株 式 900,550 利 益 準 備 金 140,667 

出 資 金 43,420 そ の 他 利 益 剰 余 金 427,701 

長 期 貸 付 金 15,258 繰 越 利 益 剰 余 金 427,701 

長 期 前 払 費 用 28,026 自 己 株 式 △  9,154 

繰 延 税 金 資 産 781,489 評価・換算差額等 6,584,815 

長 期 未 収 入 金 387,108 その他有価証券評価差額金 902,082 

そ の 他 29,688 土地再評価差額金 5,682,733 

貸 倒 引 当 金 △ 191,300   

資 産 合 計 53,262,469 負債・純資産合計 53,262,469 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_0605001102706.docx 
日本金属㈱様 招集 2015/05/20 6:16:00印刷 12/23 
 

― 28 ― 

  
 損 益 計 算 書
 

 
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日） （単位：千円）
 

科        目 金        額 

売 上 高  36,257,675 

売 上 原 価  31,711,648 

売 上 総 利 益  4,546,027 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,626,360 

営 業 利 益  919,667 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 55,253  

受 取 賃 貸 料 290,791  

そ の 他 16,596 362,641 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 146,027  

賃 貸 費 用 142,891  

退 職 給 付 費 用 238,729  

そ の 他 65,774 593,422 

経 常 利 益  688,885 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 730  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 90,999 91,729 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 9,849  

そ の 他 530 10,379 

税 引 前 当 期 純 利 益  770,236 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 97,500  

法 人 税 等 調 整 額 244,196 341,696 

当 期 純 利 益  428,540 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

（単位：千円） 
 

 

株   主   資   本 

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益 
剰 余 金 利益剰余金 

合 計 繰越利益
剰 余 金 

平成26年４月１日残高 6,857,000 986,351 986,351 140,667 328,395 469,062 

会計方針の変更に 
よる累積的影響額 

― △ 329,234 △ 329,234 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

6,857,000 986,351 986,351 140,667 △   838 139,828 

事業年度中の変動額   

当 期 純 利 益 ― 428,540 428,540 

自 己 株 式 の 取 得 ―  ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

―  ― 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 428,540 428,540 

平成27年３月31日残高 6,857,000 986,351 986,351 140,667 427,701 568,368 

 
 

 

株 主 資 本 評 価・換 算 差 額 等 

純資産 
合 計 自己株式

株主資本
合  計

その他 
有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計 

平成26年４月１日残高 △  9,031 8,303,382 418,632 5,357,880 5,776,512 14,079,894 

会計方針の変更に 
よる累積的影響額 

△ 329,234 ― △ 329,234 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

△  9,031 7,974,148 418,632 5,357,880 5,776,512 13,750,660 

事業年度中の変動額   

当 期 純 利 益 428,540 ― 428,540 

自 己 株 式 の 取 得 △   123 △   123 ― △   123 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

― 483,449 324,853 808,303 808,303 

事業年度中の変動額合計 △   123 428,416 483,449 324,853 808,303 1,236,719 

平成27年３月31日残高 △  9,154 8,402,564 902,082 5,682,733 6,584,815 14,987,380 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 個 別 注 記 表
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式及び関連会社株式………移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの……期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……移動平均法に基づく原価法 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法………移動平均法に基づく原価法（収

益性の低下による簿価切下げの

方法） 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産……定額法 

   (リース資産を除く)   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産……定額法 

   (リース資産を除く)   なお、償却年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

 また、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

 (3) リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については、貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 
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 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、期末において発

生していると認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。 

 過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しております。 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) ヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用

しております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 デリバティブ取引（金利スワップ取引） 

    ヘッジ対象 借入金の支払金利 

  ③ ヘッジ方針 

    借入金に伴う金利変動リスクを回避するため、デリバティブ取引を行っ

ております。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

    借入金の金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしているので、決

算日における有効性の評価を省略しております。 

 (2) 退職給付に係る会計処理 

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基

準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。 

 (3) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

5. 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。

以下 ｢退職給付会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給

付適用指針」という｡）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用

指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付

債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従
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業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給

付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める

経過的な扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が510,124千円増加し、利

益剰余金が329,234千円減少しております。また、当事業年度の営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

なお、当事業年度の１株当たり純資産額は４円92銭減少しております。１

株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

1. 担保に供している資産 

          有 形 固 定 資 産  15,805,066千円

  上記に対応する債務 

 １年内返済予定の長期借入金 5,040,000千円

 長 期 借 入 金 10,480,000千円

 計 15,520,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 35,706,332千円

3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

   関係会社に対する短期金銭債権 4,105,104千円

   関係会社に対する長期金銭債権 338,222千円

   関係会社に対する短期金銭債務 319,170千円

4. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出しております。 

   再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △3,487,431千円
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(損益計算書に関する注記) 

関係会社との取引高 売 上 高 12,212,927千円

 仕 入 高 2,282,648千円

 販売費及び一般管理費 297,979千円

 営業取引以外の取引高 223,826千円

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

  普通株式 47,891株

 

(税効果会計に関する注記) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

     貸倒引当金 61,598千円

     退職給付引当金 602,954千円

     投資有価証券・出資金評価損 234,526千円

     賞与引当金 68,724千円

     棚卸資産評価損 18,739千円

     未払費用 10,710千円

     未払事業税 11,609千円

     減損損失 6,250千円

     資産除去債務等 15,276千円

     繰越欠損金 840,428千円

     その他 20,431千円

    繰延税金資産小計 1,891,249千円

     評価性引当額 △ 331,882千円

    繰延税金資産合計 1,559,367千円

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金 418,796千円

     資産除去債務 4,814千円

    繰延税金負債合計 423,610千円

    差引：繰延税金資産の純額 1,135,756千円

    再評価に係る繰延税金負債 

     土地再評価差額金 3,208,672千円
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2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   平成27年３月31日に､「所得税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律

第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律第２号）

が公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.5％

から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては33.0％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については32.2％にそれぞれ変更されております。 

   この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し

た金額）が105,980千円、その他有価証券評価差額金が42,399千円、再評価

に係る繰延税金負債が324,853千円それぞれ減少し、法人税等調整額が

148,380千円、土地再評価差額金が324,853千円それぞれ増加しております。 

 
(関連当事者との取引に関する注記) 

1. 親会社及び法人主要株主等 
 

属性 会社名 
議決権等の 
被所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上の関係

法人主要 
株主 

新日鐵住金 
ステンレス㈱ 

(被所有) 
直 接 
13％ 

― 
ステンレス鋼帯
の購入 

ステンレス鋼帯
の購入 

7,095,073 買掛金 3,398,754 

 
(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

新日鐵住金ステンレス㈱からの原材料の購入は、NSステンレス㈱、伊藤忠丸紅鉄鋼㈱、

その他２社を経由して購入しており、取引金額等は商社に対する会計帳簿の取引に基づ

いて記載しております。なお、価格は市場の実勢価格で決定しております。 

 

2. 役員及び個人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

3. 子会社等 
 

属性 会社名 
議決権等の 
所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上の関係

子会社 日金スチール㈱ 
直 接 
100％ 

― 

冷間圧延ステン
レス鋼帯及びみ
がき特殊帯鋼の
販売 

冷間圧延ステン
レス鋼帯及びみ
がき特殊帯鋼の
販売 

11,041,468
受取手形 

 
売掛金 

2,304,960 
 

829,734 

 
(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

価格は市場の実勢価格で決定しております。 
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(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 223円85銭

2. １株当たり当期純利益 6円40銭

 

(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月15日 

日 本 金 属 株 式 会 社 

 取締役会 御中 
 

三 優 監 査 法 人 

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 杉 田  純 ㊞

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 小 林 昌 敏 ㊞

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 増 田 涼 恵 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本金属株式会社の平成26年４
月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、日本金属株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 



〆≠●0 
02_0605001102706.docx 
日本金属㈱様 招集 2015/05/20 6:16:00印刷 21/23 
 

― 37 ― 

計算書類に係る会計監査人の監査報告 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月15日 

日 本 金 属 株 式 会 社 

 取締役会 御中 
 

三 優 監 査 法 人 

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 杉 田  純 ㊞

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 小 林 昌 敏 ㊞

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 増 田 涼 恵 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本金属株式会社の平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの第108期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告 
 
 

監 査 報 告 書 
  
 当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第108期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。 

  なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び三優監査法人か
ら当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。 

  事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から 
｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 
  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべ
き事項は認められません。 

  四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められ
ません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各
取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を
損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とする
ものではないと認めます。 

 
 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
 (3) 連結計算書類の監査結果 
   会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
   平成27年５月20日 

日本金属株式会社 監査役会 

常勤監査役 笠 原 昭 彦 ㊞ 

社外監査役 三 島 清 隆 ㊞ 

社外監査役 山 田 潤 二 ㊞ 

 

以  上 
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株主総会参考書類 
 

 議案及びその参考事項 

   第１号議案 取締役６名選任の件 

 本総会終結の時をもって取締役全員の任期が満了となります

ので、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
の株式の数 

１ 

ひら いし まさ のり 

平 石 政 伯 
(昭和21年11月25日生) 

昭和44年４月 当社入社 
平成13年６月 当社取締役 
平成17年４月 当社常務取締役 
平成20年４月 当社取締役社長（代表取締役）
       現在に至る 

255,000株 

２ 

すず き  たかし 

鈴 木   卓 
(昭和26年８月10日生) 

昭和50年４月 当社入社 
平成20年４月 当社執行役員 
平成21年４月 当社常務執行役員 
平成21年４月 当社加工品事業本部副本部長 
平成23年６月 当社常務取締役 
平成25年４月 当社鋼帯事業本部副本部長 
平成27年４月 当社専務取締役 
       現在に至る 
平成27年４月 当社鋼帯事業本部長 
       現在に至る 

36,000株 

３ 

ね もと しげ お 

根 本 惠 央 
(昭和28年１月25日生) 

昭和53年２月 当社入社 
平成19年10月 当社営業開発部門加工品営業開

発部長 
平成21年４月 当社執行役員 
平成23年４月 当社常務執行役員 
平成24年４月 当社管理部門長 
平成24年６月 当社常務取締役 
平成25年４月 当社加工品事業本部長 
       現在に至る 
平成27年４月 当社専務取締役 
       現在に至る 

36,000株 

(次頁に続く) 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
の株式の数 

４ 

しも かわ やす し 

下 川 康 志 
(昭和32年１月29日生) 

昭和55年３月 当社入社 
平成18年４月 当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門

東京支店長 
平成22年４月 当社執行役員 
平成24年４月 当社常務執行役員 
平成25年４月 当社管理部門副部門長 
平成26年６月 当社常務取締役 
       現在に至る 
平成27年４月 当社管理部門長 
       現在に至る 

12,000株 

５ 

みぞ ぐち りょう へい 

溝 口 良 平 
(昭和31年４月20日生) 

昭和56年４月 新日本製鐵株式会社入社 
平成18年４月 同社広畑製鐵所生産技術部長 
平成22年４月 医療法人社団新日鐵広畑病院事

務長 
平成24年４月 同社団同病院副院長 
平成25年４月 当社入社 
平成25年４月 当社常務執行役員 
       現在に至る 
平成25年４月 当社技術部門副部門長 
平成26年４月 当社新事業推進部門長 
       現在に至る 
平成27年４月 当社技術部門長 
       現在に至る 

1,000株 

６ 

お がわ かず ひろ 

小 川 和 洋 
(昭和34年４月14日生) 

昭和63年３月 公認会計士登録 
       現在に至る 
平成16年７月 小川和洋会計事務所開業 
       現在に至る 
平成16年11月 税理士登録 
       現在に至る 
平成17年６月 当社社外監査役 

10,000株 

 
(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係は、ありません。 

2. 溝口良平及び小川和洋の両氏は新任取締役候補者であります。 
3. 小川和洋氏は社外取締役候補者であります。また、当社は同氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として届け出る予定であります。 

4. 小川和洋氏は過去に社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはあ
りませんが同氏を社外取締役候補者とした理由は、人格識見に優れ、当社社外監査役経
験者であり、公認会計士として会計事務所を経営され高度な会計知識を有していること
から、社外取締役として当社の経営品質の向上に資することができると判断したことに
よるものです。 
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   第２号議案 補欠監査役２名選任の件 

 本総会開催の時をもって、平成26年６月27日開催の第107期定

時株主総会において選任いただいた補欠監査役角岡伸氏及び補

欠社外監査役小川和洋氏の選任の効力が失効しますので、あら

ためて、法令に定める員数を欠くこととなる場合に備え、補欠

の監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。 

 補欠の監査役候補者は、次のとおりであり、角岡伸氏は非社

外監査役の補欠の監査役候補者として、篭原一晃氏は、社外監

査役のいずれかが欠けた場合の補欠としての社外監査役候補者

であります。 

 なお、本議案は監査役会の同意を得ております。 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
の株式の数 

１ 

つの おか  しん 

角 岡   伸 
(昭和35年３月22日生) 

昭和58年３月 当社入社 
平成14年10月 当社鋼帯営業部門貿易室香港事

務所長 
平成25年４月 当社内部統制室長 
平成26年４月 当社監査役室長 
       現在に至る 

0株 

２ 

かご はら かず あき 

篭 原 一 晃 
(昭和42年３月４日生) 

平成13年10月 篭原公認会計士事務所開設 
       現在に至る 
平成23年６月 ビジネスソリューションパート

ナーズ株式会社（現 株式会社
企業財務研究所）設立 

       同社代表取締役 
       現在に至る 
平成23年６月 ジーエルサイエンス株式会社社

外監査役 
       現在に至る 

0株 

 
(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係は、ありません。 

2. 篭原一晃氏は補欠の社外監査役候補者であり、また、東京証券取引所が定める独立役
員の補欠候補者であります。 

3. 篭原一晃氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、人格識見に優れ、公認会計士と
して会計事務所を経営され高度な会計知識を有しており、当社監査においても十分にそ
の能力を発揮いただけるものと判断いたしましたことによるものです。 

 
 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 
 

東京都板橋区舟渡四丁目10番１号 当社本店会議室 

電話 （03）3968－6300（代表) 
 
都営地下鉄三田線西台駅下車 徒歩13分 

 

(ＪＲ線でお越しの場合） 

ＪＲ埼京線浮間舟渡駅下車 徒歩25分 

または同駅より国際興業バス「東練01」系統等で舟渡四丁目バス停

下車徒歩０分（乗車時間約６分） 
 
バスをご利用の場合は本状作成後に運行経路が廃止・変更となる場

合もありますのでご注意ください。また、渋滞等による遅れも予想

されますので余裕をもってお越しください｡  

 

※会場及び近隣には駐車場がありませんのでお車でのご来場はお控

えくださいますようお願い申しあげます。 
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